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論文肉容の要旨
坂本達也氏の本論文は、英国法における株式会社法の成立史を概観し、取締役の規定および影の取締役の規
定が生まれるに至った過程を明らかにし、英国および英国法閣に属する豪州およひ'ニュージーランドの影の取
締役に関する判例法および学説の発展を解明し、最後に影の取締役という考え方に基づいて、日本が支配会社
の従属会社に対する責任を立法化することを提案するものである。 本論文は以下の七章からなる。
第一章では、現在のわが国において、従属会社の債権者に対する保護が重要な課題となっており、支配会社
の責任規制を立法化する必要性があることが示されている。
第二章では、英国の会社法の発達史が示されている。商人ギルドは14世紀から衰退し、クラフトギルドは
内部における貧富の差の拡大により崩壊する。海外貿易の分野に適応したギノレド、で、あった制規会社から、資本
を集めて恒常的に取引活動を行う法人であるジョイントストックカンパニーが発生した。その後、幾多の改革
を経て準則主義と株主有限責任の原則を柱とする会社法が英国において成立する。
第三章は、ギノレドからジョイントストックカンパニーまで、の時代における機関構造を取り上げる。坂本氏は、
第三章において、東インド会社だけではなく、イングランド銀行、南海会社の機関構造を明らかにする。
第四章では、取締役の規定および影の取締役の規定について解明する。影の取締役は、 191 7年会社法3
条により導入された。すなわち、取締役は、取締役がある者の指揮または指図に従って行動することを常とす
る場合に於けるその者を含むと規定された。かかる規定が設けられた理由について、これを明らかにする英国
法の文献は存在しないが、坂本氏は、 1908年会社法に設けられた登記上の義務の規定 (1908年会社法
30条以下)を、事実上の取締役にも課す必要があるため、正式に取締役として選任された者以外に業務指揮
者も取締役としてその定義に含める必要があったと分析している。
第五章では、影の取締役の裁判例および学説を取り上げる。学説は、影の取締役の責任を支配の要素に根拠
におく判例を支持しているが、ニュージーランドにおいて認められているように、影の取締役に取締役の同じ
信認義務または一般的義務を認めることには慎重である(英国判例法に同じ)との結論に達している。
第六章においては、日本法における従属会社の債権者保護に関する立法案を示す。本章では、日本法におけ
る事実上の取締役の裁判例および学説ならびに結合企業に関する近時の学説について考察し、日本法における
立法案を提示する。
本論文は、影の取締役としづ規制方式は、支配会社に対し取締役としての権利義務を認めるとしづ困難があ
るため、わが国の将来の企業結合法制は、支配会社の従属会社に対する責任追及規制を取締役の責任とは別に
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立法化するが望ましい、と結論づけている。
論文審査結果の要旨
影の取締役について、英国法は、第一に、影の取締役の規定を用いて業務執行機関の概念をどこまで広げる
のかという点、第二に、影の取締役についてどの程度本来の業務執行機関構成員たる正式の取締役と閉じ取扱
いをするのかという点に、困難な経験を経ている。坂本氏は、わが国が将来従属会社の債権者保護の問題を立
法上解決する場合、英国流の取締役概念の拡張としづ方法には問題があると考える。すなわち、支配会社を影
の取締役として取締役概念に包摂すると、取締役の注意義務 ・忠実義務の中、し、かなるものが支配会社に課さ
れて、し、かなるものが支配会社に課されないか、判例によっても確定困難な問題が生ずる。本論文は、英国に
おける影の取締役についての困難な経験を考慮すると、本格的な結合企業法制を整備し、その制度内において
支配会社の責任規制を導入するべきであると主張する。
本論文の学術的意義は次の点にある。第一に、英国会社法形成史研究上の意義がある。本論文は、英国法を
原典に基づいて調査し、英国株式会社法の成立の過程を解明しつつ、その成立の過程で取締役の概念がどのよ
うにして発生してきたか明らかにしている。
第二の意義は、英国およびその連邦における影の取締役制度の発展史を明らかにしてという外国会社法研究
上の意義が存在する。英国およびその連邦における影の取締役に関する本格的外国会社法研究として、本論文
は大きな意義を有する。本論文は、「影の取締役」としづ従来十分には解明されてこなかった法理の発展を、英
国会社法成立史および判例法の展開において明らかにしている。
第三の意義は、わが国において現在議論されている企業結合法制に対する示唆を与えている点にある。本論
文は、英国およびその連邦における影の取締役の法理に関する包括的研究を通じて、わが国の従属会社の債権
者保護に関し具体的な立法案を提示している。
坂本達也氏の本論文は、英国 ・豪州|・ニュージーランドに関する影の取締役の責任規制の発展を、会社法成
立史および企業結合法制の観点から明らかにしたものであり、博士学位の称号に値するものである。
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